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あわじ環境未来島構想〔要旨〕

2）エ ギーの持続

＜資 渇・災害等のリスクに強いエネルギー自立の島＞

・地球 で資源制約が強まる中、脱化石燃料と再生可能エネ

ルギ 用に取り組んできた淡路島は、資源枯渇や災害等のリ

スクに エネルギー自立の島として持続力を高めている。

＜エ ギー消費の抑制＞

・地球 域の持続につながる省エネ・節電行動が満足度を高

める スタイルとして定着。家庭・事業所のエネルギー消費

量は 0 年から 3 割程度減少している。

・自動 3 分の 1 が環境対応自動車に転換。小型を含め従来

のク に代わる多様な乗り物が登場。EV コミュニティバスも増

え、ク を持たなくても、楽に移動できる環境が整っている。

＜ユ タスエネルギー＞

・地域 然力を生かした発電事業が展開され、エネルギーの

地産 が進展。至るところで太陽光やバイオマスによる発電

が行 （ユビキタスエネルギー）、未利用地を活用した大規模

な太 発電所や洋上風力発電所も整備されている。

・発電 に島民が出資し、そこから生み出される富が地域に

還元 ている。富の一部は地域に再投資され、街並み整備や

景観 など、快適で魅力ある空間整備が進んでいる。

3）食と農の持続

＜食と農の人材育成の拠点＞

・民間事業者の力で農水産業や食をテーマ

にしたサービス産業の人材育成事業が様々

に展開され、国内外に農漁業者や食関連産

業のプロフェッショナルを輩出している。

・高齢化に伴い担い手の減少は進むも、経

営規模の拡大や人材育成事業で鍛えられ

た若者の定着が進み、地域の強みである農

漁業が次世代に確実に受け継がれている。

・ICTの活用等で生産性が向上し、薬用植物

など新たな特産品も開発されている。

＜食の島としての高い知名度＞

・島を挙げた食のブランド力強化の取り組み

が功を奏し、アジア有数の安全・安心の食の

生産拠点として、高品質でブランド力のある

農水産品が国内外に供給されている。

・食と健康・癒しをテーマにした滞在型・体験

型ツーリズムの拠点として国内外から多くの

客が訪れている。

4）暮 の持続

＜安 て暮らし続けられる島＞

・エネルギー自立、農漁業、景観づくりなどに地域が共同で取り組み、世代を超えたコミュニケーションが交わされ

ている。都市では希薄になった人と人のつながりがしっかり保たれている。

・地域ぐるみで子育てや高齢者の見守りが行われ、生活を支えるツールとして進化した ICT が生かされている。

・男女が等しく働き、安心して子育てを行える環境が整い、子どもは自然の中でたくましく育っている。

＜交流の盛んな島＞

・北欧等の先進地やアジアを中心とした島嶼地域との盛んな交流の中で、淡路島の経験・ノウハウが生かされ、公

民それぞれの互恵的な連携関係が築かれている。

・豊かな自然環境、エネルギー自立の多様な取組を生かした「エコツーリズムの島」、農漁業の恵みを生かした「食

の島」「健康の島」として、京阪神都市圏から多くの人が訪れ、にぎわっている。

・楽農生活やスローライフを志向する若者や都市住民の移住が進み、空き家や遊休農地の活用が進む。

1）全 命つながる「持続する環境の島」 ＊淡路地域ビジョン（H13 策定・H23 改訂予定）に対応

人々 自然との豊かな関係を築きながら、資源、資金、仕事を分かち合い、支え合って、身の丈に合った幸せを

実感 る社会、誇りの持てる美しい地域をつくり、これを将来の長きにわたって持ちこたえさせる。

１ 目 地域像 〔2030 年頃を想定〕

２ 数値目標 〔10 年後（2020 年），20 年後（2030 年），40 年後（2050 年）に達成すべき目標を設定〕申請主体】兵庫県、洲本市、南あわじ市、淡路市

ねらい】・エネルギーと食を基盤に暮らしが持続する環境未来島をつくる構想全体を、産業技術や地域活性化の

面だけでなく、地域の合意形成、社会的受容、費用負担のあり方を含めて検証する社会実験として展開。

・国内他地域や今後同様の課題に直面する海外への貢献に対する示唆を得る。

現状値 目標値

2020年 2030年 2050年

成果指標

エネルギー自給率
7%

（2010年）
20％

（1/5の電力を自給）
33％

（1/3の電力を自給）
100%

二酸化炭素排出量
1990年比
6％削減
（2010年）

1990年比
25％削減

（政府目標25％減）

1990年比
43％削減

1990年比
86％削減

（政府目標80％減）

取組指標

一家庭・一事業所当たり
エネルギー消費量

―
（1990年比2008年）

（家庭30％増）
（事業所14％増）

2008年比
15％削減

2008年比
30％削減

2008年比
50％削減

環境対応自動車普及率
0%

（2010年）
10% 35% 90%

再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ生産量
83,935MWh
（2010年）

216,646MWh 306,380MWh 759,584MWh

成果指標

食料自給率
（カロリーベース）

104％
（2009年）

100％以上 100％以上 100％以上

食料自給率
（生産額ベース）

333％
（2009年）

300％以上 300％以上 300％以上

取組指標

販売農家数
7,970戸

（2010年）
7,500戸

（趨勢：7,000戸）
6,900戸

（趨勢：6,400戸）
6,100戸

（趨勢：5,600戸）

新規就農者数
36戸

（2010年度）
100戸／年 100戸／年 100戸／年

1戸当たり農業生産額
186万円
（2009年）

206万円
（趨勢：183万円）

227万円
（趨勢：179万円）

237万円
（趨勢：174万円）

成果指標

総人口
（定住人口＋交流人口）

18万1千人
（2010年）

17万5千人 17万6千人 17万2千人

定住人口
14万4千人
（2010年）

13万3千人
（趨勢：12万6千人）

12万8千人
（趨勢：11万人）

11万4千人
（趨勢：7万7千人）

交流人口
（定住人口換算）

3万7千人
（2010年）

4万2千人 4万7千人 5万9千人

取組指標

出生者数
1,063人

（2009年）
1,000人／年 900人／年 900人／年

転入者数
3,100人

（2010年度）
4,000人／年 5,000人／年 4,600人／年

転出者数
3,800人

（2010年度）
3,700人／年 3,500人／年 3,200人／年

観光入込客数
12,178千人
（2009年度）

13,531千人 14,946千人 18,238千人

二地域居住者数
2,900人

（2010年）
5,300人 7,700人 11,400人

暮
ら
し
の
持
続

評価指標

・現在の趨勢が今後も変わらないと
すると、低出生率による少子化と超
高齢化に伴う自然減、若年世代を
中心とした転出超過による社会減の
結果、2010年で14万4千人の定住
人口は2050年に7万7千人（2010年
比46％減）まで減少する見込み。
・これに対して、出生率が若年世代
の希望する水準（約2人）まで上昇
し、かつ、地域の魅力により社会移
動が今後10年で転入超過に転じる
として推計した値を定住人口の目標
に設定。
・交流人口については、2050年まで
毎年観光入込客が前年比1％増
加、現在定住人口の2％程度と推定
される二地域居住者が2050年には
定住人口の10％になると想定して目
標を設定。
・交流人口は定住人口に換算して
表示。観光入込客のうち日帰り客は
365分の1、宿泊客は365分の2、二
地域居住者は7分の2（週のうち2日
滞在）の定住人口に換算した。

目標設定の考え方

食
と
農
の
持
続

・ｴﾈﾙｷﾞｰ自給率100％とこの時の
CO2排出量を長期目標に設定し、こ
の達成に向けてｴﾈﾙｷﾞｰの消費と生
産の両面から取組目標を設定。
・ｴﾈﾙｷﾞｰ消費面では個々の家庭・
事業所がｴﾈﾙｷﾞｰ消費量を2008年
比50％削減すると共に、大半
（90％）の自動車が環境対応自動車
（電気自動車、プラグイン・ハイブリッ
ド車、燃料電池車等）になると想定し
て目標を設定。
・ｴﾈﾙｷﾞｰ生産面では現時点で実現
可能性があると見込まれる再生可能
ｴﾈﾙｷﾞｰによるｴﾈﾙｷﾞｰ生産（大部分
が発電）の総量を目標に設定。

・高い水準にある食料自給率の現状
維持を長期目標に設定。
・農家数、農家1戸当たり生産額とも
に減少傾向の中で食料自給率の高
水準を維持するためには、農家数の
減少を食い止め、かつ、農家1戸当
たり生産額を上げることが必要。
・このため、近年40名前後で推移し
ている年間の新規就農者数を100名
程度に増やすと共に、農家1戸当た
り生産額を前年比1％上げ続けるこ
とを取組目標として設定。
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３ 淡路島の現状 〔総合特区・環境未来都市の指定基準に照らして〕 

 

 
 
 
 

 
 
 

実践に裏打ちされた
島内他地域への展開

島外・海外への展開・貢献

第1期（2011～15年度） 第３期～（2021年度～）第２期（2016～20年度）

＜第２期＞
＜第３期～＞

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
展
開
イ
メ
ー

ルの経験を生
デルを多様化

各モデルの連携により全
島を「環境未来島化」
さらにその成果を
国内外に波及

淡路島で培われた経
験・ノウハウをインド
ネシア、フィリピン等
島嶼地域に展開

①自給持続立島モデル（洲本市五色町）
②自給持続立島モデル（南あわじ市沼島）

③農・食人材立島モデル（淡路市野島）

④小規模集落立島モデル（淡路市長沢・生田・五斗長）
⑤農・食人材立島モデル（南あわじ市志知）
⑥交流空間立島モデル（洲本中心市街地）
⑦健康長寿モデル（淡路市南鵜崎）

重
点
地
区

横
断

先導モデルづくり モデルの多様化

島内で議論を深めつつ助走 離陸・本格実施

「環境立島淡路」島民運動の展開 等

発電事業の推進

沼島

五色町

志知

洲本中心市街地

長沢・生田・五斗長

南鵜崎

第1次総合特区申請候補

地域主導の
取組展開

【総合特区】 

（第1 次公募） 

H23.8 中～9 末 

10～12 末 

H24.2～ 

 

H24.4～ 

（第2 次公募） 

～H24.3 末 

4～7 末 

   8～ 

   10～ 

【環境未来都市】 

H23.8 下～9 末 

10～12 末 

12～H24.2 

H24.2～ 

５ 当面の予定 

《包括的・戦略的な政策課題の設定と解決策の提示》 

・地球規模で資源制約が強まると見込まれる中、エネルギーと食料の自立に立脚した強靭な地域を構築することが急務 

・急速に進む人口減少・超高齢化に対応し、地域存続の基盤を確立した上で暮らしの質を維持・向上させていくことが必要 

・地域の自然特性を生かしたエネルギー開発、衰退傾向にある農漁業の立て直しと人材の育成、超高齢化に対応した生活

サービスの充実、新しいツーリズムの振興、これらを梃子に「生業（なりわい）」を創出し、持続可能な島をつくる。 

《先駆的な取組であり、一定の熟度を有する》 

・大都市に接しながら、食料自給率100％を達成済み。さらにエネルギー自給率100％を達成するポテンシャルを有する。 

・日本では数少ない海洋エネルギー開発の可能な立地として全国的に注目される。 

・民間事業者による遊休農地を活用した農業人材育成の取組が本格化するなど、好条件に着目した企業の参画が進む。 

・「環境立島」を目指す島民参画の淡路地域ビジョン（H13.2 策定、H23 見直し）の延長上に位置づけられる取組 

《取組の実現を支える地域資源等が存在》 

・豊富な日照量、良好な風況、豊かな自然環境、変化に富んだ地形、世界有数の環境産業の立地、大規模未利用地の存在 

・大都市に隣接する立地、アジア・海外への好アクセス、スローライフ実現に最適な環境、国生み神話など豊かな歴史・文化 

・古来より「御食国」と称された高い食料生産ポテンシャル（温暖な気候、豊かな海、三毛作を支える農業技術） 

《有効な国の規制・制度改革の提案がある》 

・担い手への農地の集積を図るための農地利用集積円滑化団体の民間解放 

・再生可能エネルギーの効率的利用のための蓄電池設備に関する容量規制の緩和 

・ブルーツーリズムに欠かせない離島航路（定期船）を活用した周遊航路運行の可能化 等 

《地域の責任ある関与》  

・全島一斉清掃、あわじ菜の花エコプロジェクトや漂着ごみクリーンアップ作戦、沿道緑化、レジ袋減らし隊運動などの活動を

相互に連携し島全体の島民運動に高めていくため、島内138 団体が参画する「環境立島淡路」島民会議の設置 

・H23 より構想を推進するための予算措置を実施（淡路島限定の太陽光発電システム整備補助、電気自動車導入補助等） 

・H23 より県組織の強化（兵庫県淡路県民局に県・淡路島3 市から人材を集めて構想推進を担う「淡路振興課」を新設） 

《運営母体が明確》 

・地元住民・企業・行政のみならず島外からも様々な主体が積極的にプロジェクトに参画する、開かれた“挙島”体制で推進 

・事業化を推進するプロジェクト別の部会を地域協議会内に設置。本格段階では部会をベースに会社を設立して自立化 

《都市間連携・ネットワークの有効活用》 ＊環境未来都市固有の要件 

・国内島嶼地域とのネットワーク構築、北欧等海外先進地やインドネシア、フィリピン等島嶼地域との互恵的連携関係の構築 

 推進体制 

本構想を推進するため、住民、地域団体、NPO、企業、行政等が協議

し、合意形成を図る場として地域協議会を設立。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

第1 次指定申請に応募 

評価、指定区域の決定 

国と地方の協議会設置、 

計画作成、認定申請、認定 

事業推進 

 

第2 次指定申請に応募 

評価、指定区域の決定 

計画作成、認定申請、認定 

事業推進 

 

指定申請に応

評価、指定区域 定 

計画策定 

モデル事業実

６ 主要プロジェクト（重点地区と全島横断の取組） 

潮流発電候補地
（紀淡海峡）

潮流発電候補地
（明石海峡）

潮流発電候補地
（鳴門海峡）

CEF南あわじウインドファーム
37,500kW （2,500kW×15基）
《稼動中》

あわじメガソーラー
1,000kW 《稼動中》

大規模太陽光発電候補地
（太平洋セメント土取り地：249ha）

洋上風力発電候補地
（洲本市五色沖）

大規模太陽光発電候補地
（津名東生産団地：140ha）

重点地区１ 洲本市五色町

（自給持続立島モデル）

重点地区６ 淡路市南鵜崎

（健康長寿立島モデル）

重点地区２ 南あわじ市沼島

（自給持続立島モデル）

北淡路地区農地開発事業による農地造成
284haのうち100ha余り未利用（基盤整備済）

重点地区３ 淡路市野島

（農・食人材立島モデル）

重点地区７ 淡路市長沢・
生田・五斗長（小規模
集落立島モデル）

重点地区４ 洲本中心市街地

（交流空間立島モデル）

重点地区５ 南あわじ市志知

（農・食人材立島モデル）

地域に電力供給

地域に電力供給

地域に電力供給

地域に電力供給

地域に電力供給

地域に電力供給

（仮想マイクログリッドモデル構築）

（スポットマイクログリッドモデル構築）

（実マイクログリッドモデル構築）

徳島

和歌山

神戸
関西電力ウインド
ファーム予定地

■先導的取組の推進（重点地区の設定）
・市街地・農村・漁村が隣り合う特性を生かした多様な地域持続モデルの創出

・多様な再生可能エネルギーを生かしたエネルギー地産地消モデルの創出

→複数の地域モデルからなるネットワーク型の環境未来都市

■全島横断の取組
＜淡路島の自然特性を生かした発電事業の推進＞

・広大な未利用地を生かした大規模太陽光発電

・強い西風を生かした洋上風力発電

・日本有数の潮流を生かした潮流発電

＜「環境立島淡路」島民運動の展開＞

・うちエコ診断・事業所省エネ診断の実施 等

＜環境市民ファンドの運営＞

・取組を住民の主体的参画で支えていく仕組みを構築

＜その他＞

あわじ環境未来島構想推進協議会
事務局：兵庫県淡路県民局・淡路島くにうみ協会

企画委員会

構想推進に係る企画、調整、企画、調整、
評価評価等を協議するため設置

構成：島内3市長、県（県民局

長、政策監）、淡路地域ビジョ

ン委員会代表、各部会の長、

学識者等

構成：①地方公共団体：県、淡路島3市、淡路広域行政事務組合

②関係団体：淡路島くにうみ協会、「環境立島淡路」島民会議、地域ビジョン委員会、

連合自治会、連合婦人会、商工会議所、商工会、農協、漁協、青年会議所、

観光協会、医師会等

③NPO、大学、企業等（随時追加）

部会（プロジェクトチーム）

重点地区や主要プロジェクトに対応する部会
を設置し、部会を中心に事業化を検討・推進

自給持続立島部会（五色部会）

自給持続立島部会（沼島部会）

農・食人材立島部会（野島部会）

・
・
・

ＳＰＣ ＳＰＣ ＳＰＣ

順次部会を立ち上げ

事業会社を立ち上げて本
格事業化（コンソーシアム
を母体にSPCを創設）

SPC 【Special-Purpose Company】
（特定目的会社）
募 

の決

施 
＜第１期＞

ジ

先導モデルとするため地区
を絞り込み重点的に推進

先導モデ
かしてモ

ボーンホルム島（デンマー
ク）、ワイト島（イギリス）等
先進地との連携で推進

取
組 淡路島の自然特性を生かした

環境市民ファンドの運営 等

重点地区展開イメージ
野島
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４


